診断技術者向け説明資料
耐震診断業務　現地調査の進め方
【診断技術者が所有者と電話連絡時及び面談時に確認】（図面の有無の確認を徹底する。）
１－１　設計図、確認申請書、施工図の有無、再確認　→　診断技術者が実施する。
・耐震診断の実施には、平面図や立面図の他に、柱や梁の部材のリストや構造図が必要となります。仮に所有者の方が紛失してしまっても、設計者や施工者が保管している場合がありますので、所有者の方から設計者又は施工者に下記の図面の保管状況を確認し、借用していただきますよう重ねてお願いいたします。
　（必要な図面等）
1 　建築時の配置図、平面図、立面図、断面図及び構造図
2 　確認申請書

3 　竣工図

１－２　設計図等が所有者、施工者に保管してあった場合　→　所有者または診断技術者が保管者から借用する。
【診断技術者の現地調査】

２－１　業務の引継ぎと現地調査の可能性の協議
・診断技術者は予備調査時に提出された資料を基に、予備調査者とヒアリングを実施し、確実に業務を引き継ぎ、特に借用物については両者で確認する。併せて、現地調査が可能か否かも協議する。
・この時点で現地調査が困難と判断されるものは、管理技術者、担当技術者、診断技術者の三者で対応を協議する。
２－２　現地調査の実施
診断技術者は、
・所有者に、次ページ「現地調査説明事項」に基づき、現地調査の必要性を説明する。

・現地調査を実施し、簡略な平面図を作成する。（図面がある場合は省略）

・現地調査する個所を決め、具体的な調査項目、内容及び調査個所を平面図に記載した調査計画書を作成する。
・調査計画書及び調査個所の見積書（内装材撤去・復旧）を作成し、管理技術者、担当技術者にメール送付し、調査項目、調査内容、調査個所、見積書等について確認を得る。
・所有者に別紙「同意書」に基づき、現地調査の同意を得る。
２－３　現地調査の同意が得られない場合
・正確な診断のためには、一部の撤去復旧作業やコンクリートコア抜き等の破壊試験が必要であることと、今回の耐震診断は報告期限内に実施していただく必要があることを説明しても調査の同意が得られない場合には、実施方法について再検討する旨を伝え、一旦中断とする。
・管理技術者、担当技術者及び診断技術者の三者で、所有者の同意を得られるように、調査の実施に向けた方策を検討する。また、必要に応じて県と今後の対応を協議する。
現地調査説明事項
（説明した項目にレ点をつける）
· 図面がない場合は、現地調査の必要性を説明する。
・天井や壁の仕上げ材の一部を撤去し、柱・梁などの部材の寸法確認、鉄筋のレーダー探査、コンクリートコア抜きなどの現地調査が必要になります。なお、撤去した仕上げ材等は復旧いたします。

・現地調査に御協力いただけない場合は、耐震診断の実施ができないおそれがありますのでご了承ください。
・今回は、所有者の方にとって費用負担なしで耐震診断を実施できる良い機会ととらえ、是非ご協力ください。
· コンクリートコア抜きについて説明する。
・壁から円柱型の供試体を抜き取り圧縮試験によりコンクリート強度を測定する。
・コア抜きの数、おおよその位置を説明する。
・電気と水の借用について依頼する。

· はつり調査を実施することについて説明する。
・鉄筋径確認のため、構造上影響が少ない箇所を選定し実施する。（箇所数は個別協議）
・無収縮モルタル等で補修する。
· 耐震診断の実施方法について具体的に説明する。
· 現地調査の同意をもらう。（別紙「同意書」参照）
· 現地調査の日程等について、調整する。
・内装材撤去
・コンクリートコア抜きの位置
・電気、水道の使用の了解
・内装材復旧
· 現地調査を断られた場合

・所有者の方には診断義務があり、３年以内に診断を行う必要がありますので、診断方法について、再度検討させていただきます。
※所有者の承諾が得られれば、診断技術者が直接、設計者、施工者に図面の有無を問い合わせる。









